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要　　旨
　これまでの論文（『地域総合研究』第22号Part1、『教育総合研究』第5号、『松本大学研究紀要』第20号、
『地域総合研究』第23号Part1）で明らかにしたように、我が国では、昭和後期から臨時教育審議会答
申の影響を背景により、平成期に入り学校教育が大きな変貌を遂げてきた。引き続き本論文は、平成
期の第Ⅱ期後半における教育行政施策に焦点を当て、学校経営および教育課程に関する教育改革の推
移に関する考察を行った。民主党政権以降の平成期第Ⅱ期後半では、平成29・30（2017・2018）年の学
習指導要領改訂により、「確かな学力」の内実が各教科・領域で育成する資質・能力として体系的に
位置づけられ、資質・能力を主体的・対話的で深い学びによって実現していく方向性が明確になった。
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Ⅰ．前稿の概要および本稿の課題
　前稿（2022）1）では、本研究で設定した時期区分2）

における平成期第Ⅱ期前半（2003～2012）のうち、教
育基本法改正後の平成19（2007）年から民主党政権が
終わる平成24（2012）年までの時期に焦点を当て、学
校経営および教育課程に関する教育改革について、
教育行政施策とその影響を中心に考察した。前稿の
内容は、次の3点にまとめられる。
（1）�平成18（2006）年12月の教育基本法改正の後、教

育再生会議の提言（2007.1.24）および中央教育審
議会答申（2007.3.10）を受け、教育三法（「教育職
員免許法」・「教育公務員特例法」、「地方教育行
政の組織及び運営に関する法律」、「学校教育法」）
が改正された。これにより、教員免許更新制の
導入、教育委員会制度の改革、学習指導要領の
改訂、副校長等新しい職の設置と学校の責任体
制の確立の実現が図られた。教育三法の改正は、
教育基本法改正以降における教育改革の推進根
拠としての役割を果たし、教育委員会制度の改
革をはじめ、学校評価に関する規程の整備、副
校長や主幹教諭の配置による学校の組織運営と
責任体制の確立など、地方教育行政および学校
の組織体制に対して大きな影響を与えた。

（2）�平成20・21（2008・2009）年の学習指導要領改訂
では、教育基本法、学校教育法を踏まえ一貫し
た目標規定が学校種ごとに反映された。改訂学
習指導要領では、知識基盤社会の時代において
一層重要となる「生きる力」という理念を継承し
た。ここには基調転換があり、前回平成10・11
（1998・1999）年の学習指導要領改訂で基調となっ
ていたゆとりの中で「生きる力」の育成に対し、
知識基盤社会の中での「生きる力」の育成に基調
転換がなされた。この改訂では、言語活動の充
実をはじめ、我が国の伝統や文化に関する教育
や道徳教育、体験活動、環境教育等の充実、外
国語教育の充実などが図られた。

（3）�平成21（2009）年9月から平成24（2012）年11月まで
3年余りの民主党政権では、当初のマニフェス
トのうち主な項目では、子ども手当の創設、公
立高校の授業料無償化が実現した。これらは、
改正教育基本法が掲げる教育の機会均等（第4条）
を保障する観点から教育改革としての成果とい

える。一方で、修士レベルを標準とする教員免
許制度改革については、民主党政権の交代とと
もに実現されることなく後退したが、「学び続け
る教員像」の確立は、以降における教員の資質
能力向上に関する中心的概念となっている。ま
た、この時期には、中央教育審議会答申（2011.1.31）
に基づき、キャリア教育で育成する能力が、基
礎的・汎用的能力として「人間関係形成・社会
形成能力」、「自己理解・自己管理能力」、「課題
対応能力」、「キャリアプランニング能力」に整
理され以降におけるキャリア教育の指針として
位置付いた。

　以上が前稿の内容のまとめである。続く本稿では、
平成期第Ⅱ期後半（2013～2019）すなわち民主党政権
後の平成25（2013）年から平成31（2019）年までの時期
における教育改革のうち、教育委員会制度の改革、
教員養成の課題、学習指導要領の改訂を中心に、そ
の特徴および前後の経緯について検討する注1。これ
らはそれぞれ、（新）教育長制度と総合教育会議の設
置、教員育成指標の策定、コンテンツベースからコ
ンピテンスベースへの学習指導要領の転換などの点
でその後への影響が大きかったからである。本稿で
は、次の3つの課題を設定して考察する。
（1）�政権交代時における教育政策の課題を挙げたう

えで、教育委員会制度の改革について、その経
緯と現在への影響について検討する。

（2）�平成27（2015）年12月に出された中央教育審議会
の三答申注2のうち、教員養成と教員育成指標に
関わる答申を中心に、その経緯と教育改革へ及
ぼした影響について考察する。

（3）�平成29・30（2017・2018）年改訂の学習指導要領
について、改訂の経緯および内容の特徴につい
て考察する。

Ⅱ．政権交代時における教育政策
の課題

　前稿でも指摘したように、平成24（2012）年12月26
日に第二次安倍内閣が発足したことにより民主党政
権は終了するが、戸田（2013）3）は、政権交代後にお
ける教育政策の課題として、高校授業料無償化の見
直し（所得制限）、幼児教育の無償化、教育委員会制
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度の見直し、教員養成の課題（修士レベル化）などを
挙げている。以下では、戸田（2013）が指摘した課題
を踏まえながらも十分に言及されていない内容につ
いて教育改革の経緯等を検討する。
　上記の課題のうち、まず、高校授業料の見直しに
ついては、平成22（2010）年4月1日から施行されてい
た「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学
校等就学支援金の支給に関する法律」により、公立
高等学校については授業料を無償、私立高等学校の
生徒については高等学校等就学支援金を支給する制
度となっていた。平成25（2013）年11月27日に同法の
改正が成立し、公立高等学校の授業料の不徴収制度
を廃止するとともに、所得制限を設けたうえで公立
私立とも高等学校等就学支援金の対象となった注3。
また、同法の改正により、法の題名が「高等学校等
就学支援金の支給に関する法律」と改められた。高
校授業料の見直しについては、教育の機会均等の観
点に立てば、公立私立による方法の異なりを改善し
た意義があるといえる。
　次に、幼児教育の無償化については、安倍新政権
の政権公約の中に盛り込まれており、以降も国と地
方との協議を重ね、高等教育無償化との関係などの
検討が行われた。その結果、令和元（2019）年5月10
日に「子ども・子育て支援法」の改正が成立し、同
年10月1日から幼児教育・保育の無償化が実施され
ている。省庁間の統一が難しかった分野であるが、
教育のスタートラインに関する施策が無償化という
制度に関して整ったといえる。
　そして、教育委員会制度の見直し、教員養成の課
題については以下のような経緯をたどった。

Ⅲ．教育委員会制度の改革

1．教育委員会制度の見直し
　前稿でも述べたように、地方分権一括法に基づき
平成12（2000）年4月1日から教育長の任命承認制が廃
止された。続いて、平成20（2008）年4月1日から施行
された改正「地方教育行政の組織及び運営に関する
法律」により、教育委員の人数弾力化と保護者委員
の義務化、市町村教育委員会事務局への指導主事配
置、教育委員会の点検・評価注4が行われるようになっ
た。

　平成23（2011）年10月に起きた大津市の中学生いじ
め自殺事件は、教育委員会の対応の在り方にも波紋
を投げかけ、その後における教育委員会制度の見直
しにつながった。戸田（2013）4）は、大津市いじめ自殺
事件の影響を踏まえ、当時の教育委員会制度に関す
る議論として、教育委員会廃止論、教育委員会選択
的設置論があったことを整理し、教育長の位置付け
の見直しと国の関与の在り方が論点となっていたこ
とを指摘している。さらに、林（2017）5）は、教育委
員会制度に関する議論が、教育再生実行会議注5、中
央教育審議会で行われ、平成26（2014）年6月の「地方
教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改正
（2014.6.13）につながった経緯を明らかにしている注6。

2．総合教育会議の発足
　現在へも影響している教育長と教育委員長を一本
化した（新）教育長と総合教育会議の設置につながる
教育委員会制度の改革に関しては、教育再生実行会
議第二次提言「教育委員会制度等の在り方について」
（2013.4.15）が契機となった。第二次提言では、教育
長は首長が任命し教育行政の責任者としての責任体
制を明確化すること、教育委員会は教育の基本方針
などについて審議するとともに教育長による教育事
務の執行状況も点検すること、教育委員会の政治的
中立性を確保することなどが提言された。
　これを踏まえ、平成25（2013）年4月に文部科学
大臣が教育委員会制度の見直しを中心とした「今
後の地方教育行政の在り方について」（2013.4.25）を
中央教育審議会に諮問し、同年12月に同名の答申
（2013.12.13）が出された。同答申を受け、平成26（2014）
年6月に「地方教育行政の組織及び運営に関する法
律」の一部改正（2014.6.13）が行われた。この改正に
より、教育長と教育委員長を一本化した（新）教育長
を首長が任命すること、すべての地方公共団体に首
長が招集する総合教育会議を設置すること、教育に
関する大綱を首長が策定することなどが規定され、
翌年4月1日から施行された注7。教育長と教育委員長
を一本化した（新）教育長を置くことにより、それま
で、教育委員会の代表者である非常勤の教育委員長
と教育委員会に関する事務執行の責任者である常勤
の教育長との責任関係が曖昧であったことを整理し
た意義は大きいといえる。
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Ⅳ．教員養成の課題

1．�教員免許制度改革の継続性と段階的
転換

　前稿でも指摘したように、民主党政権下の平成24
（2012）年8月に出された中央教育審議会答申「教職
生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向上
方策について」（2012.8.28、以下「免許状答申」）によっ
て、教員免許状を基礎免許状（学士レベル）、一般免
許状（修士レベル）、専門免許状（特定分野の実践的・
専門的知識に基づく高い専門性）の3種類に階層化す
ることが提言された。これは、3種類の免許状のう
ち修士レベルである一般免許状を標準とするもので
あり、その基底として「学び続ける教員像」の確立
を目指したものであった。この教員免許制度改革構
想については、政権交代とともに実現されることな
く後退していくが、次のように段階的な方針転換が
あった。
　まず、政権交代後の平成25（2013）年6月に閣議決
定された第2期教育振興基本計画（2013.6.14）では、
その基本施策4において、「教育委員会と大学との連
携・協働により、修士レベル化を想定しつつ養成・
採用・研修の各段階を通じた一体的な改革」を推進
することが示された。ここには、免許状答申との継
続性により教員養成の修士レベル化を視野に入れた
基本施策であることを看取することができる。
　続いて、平成27（2015）年5月に提出された教育再
生実行会議第七次提言「これからの時代に求められ
る資質・能力と、それを培う教育、教師の在り方に
ついて」（2015.5.14）では、教員の養成・採用・研修
の各段階を通じて、必要な能力形成を体系的に支援
するため、国や地方公共団体と大学等が協働して、
教員のキャリアステージに応じて標準的に修得する
べき能力を明確化し、その育成指標を策定すること
の必要性が提言された。第7次提言では、修士レベ
ル化には言及せず、教員のキャリアステージに応じ
た育成指標の策定に方向転換された。政権の交代を
背景に、修士レベル化を標準とした教員免許制度構
想は大きく後退したといえる。
　こうして、免許状答申によって打ち出されていた
教員免許制度改革構想は実現には至らず、養成・採
用・研修の一体的体系化を基軸として「学び続ける

教員像」を支えるキャリアシステムを確立するとい
う方向に転換し、その基軸となる教員育成指標の策
定が行われていったのである。

2．教員育成指標の策定
　平成27（2015）年12月に出された中央教育審議会答
申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向
上について～学び合い、高め合う教員育成コミュニ
ティの構築に向けて～」（2015.12.21、以下「指標答申」）
では、「学び続ける教員像」は教員の資質能力向上
を図る中心的概念として位置付きながらも、具体的
施策については教員育成指標の策定という新たな方
向へと向かうことになった。
　指標答申では、教員が教職経験年数に応じて身に
付けるべき能力の目安となる教員育成指標の策定を
義務化すること、教員の研修や資質向上に関する協
議を行う教員育成協議会を設置することなどが提言
された。同答申は、教員の大量退職時代を迎え、若
手教員に熟達教員の知識・技術が伝わりにくい状況
の中で、教員の資質能力や指導力を一層向上させる
方策を示したものである。すなわち、養成・採用・
研修の一体的な改革を進めるとともに、教育委員会
と大学が連携して教員研修や養成について協議する
教員育成協議会を設置し、教員育成指標を策定して
教員のキャリアステージに応じて標準的に身に付け
るべき資質能力を明確化し、教員育成指標に基づく
教員研修計画を推進しようとするものである。
　このような経緯の結果、平成28（2016）年11月に教
育公務員特例法等の一部を改正する法律（2016.11.16）
が成立し、各都道府県・政令指定都市において教員
の養成・採用・研修を通じた資質能力の向上に係わ
る教員育成指標の策定、教員研修計画の構築、教員
育成協議会の設置、10年経験者研修から中堅教諭等
資質向上研修注8への移行という一連の施策が実施さ
れてきた注9。教育公務員特例法の一部改正に至った
要因として、津村（2020）6）は、文部科学省の学校教
員統計調査の結果を比較し、大量退職・大量採用に
よるベテラン教員と若手教員の割合の不均衡、新し
い時代に対応することができる教員の資質能力の向
上の必要性を指摘している。
　また、教育活動その他の学校運営の円滑かつ効果
的な実施において中核的な役割を果たすことが期待
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される中堅教諭等としての職務を遂行する上で必要
とされる資質の向上をねらいとして、教育公務員特
例法第24条に基づき、それまでの法定研修であった
10年経験者研修に代わり、法定研修として中堅教諭
等資質向上研修が平成29（2017）年度より実施されて
いる。
　こうした動向に対して、礒部（2018）7）、古川（2018）8）、
牛渡・牛渡（2020）9）が教員育成指標のモデル開発や
先行事例を研究している。また、津村（2020）10）は、
10年経験者研修が「10年を迎えた教員が11年目の年
度に全国で一律に完全実施してきた」ことに対して、
中堅教諭等資質向上研修が時期や年度を弾力化して
実施できるようになった意義を指摘している。
　なお、教員育成指標とともに校長育成指標も各都
道府県・政令指定都市において策定されている注10。
校長育成指標に関しては、岸田（2020）11）が、校長育
成指標の策定が、「求める校長像を明確にし、そこ
に目標をおいて校長研修がプログラムされていく。
いわば、バックワード的校長の養成システムへの転
換が始まっていくことになる」ことを指摘している。
教員育成指標に関しても校長育成指標に関しても、
育成指標という形での達成目標の明確化は、バック
ワードスケジューリング（Backward scheduling）的
に資質能力の目標へ向けての養成志向が強まるとい
える。

Ⅴ．学習指導要領の改訂

1．�平成15（2003）年一部改訂以降の
経緯

　学習指導要領の改訂については、平成15（2003）年
に行われた学習指導要領の一部改正以降、学習指導
要領の内容は最低基準とされ、確かな学力の育成を
目指す方向に転換されていた。平成20・21（2008・
2009）年の改訂では、教育基本法、学校教育法を通
して一貫した目標規定がなされ、基礎的・基本的な
知識・技能の習得したうえで思考力・判断力・表現
力などの活用型学力の育成が目指された。授業時数
を増加するとともに小学校第5・6学年に外国語活
動を導入した。この学習指導要領は、平成20（2008）
年7月1日に閣議決定された第1期教育振興基本計画
（2008.7.1）により着実な実施が図られた。

　特に、学校教育法第30条第2項で規定された学力
の3要素注11は、続く平成29・30（2017・2018）年の学
習指導要領改訂では学習の評価の観点としての影響
力をもつこととなった。また、この間、後述する経
緯により、平成27（2015）年に小・中学校学習指導要
領の一部改正がなされ、道徳の特別教科化が行われた。

2．道徳の教科化
　従来から、道徳については、いじめ問題等への対
応が道徳的側面から必要なことが指摘されていた注12。
道徳の内容の扱いに関しても、下記懇談会報告にあ
るように歴史的経緯の影響から道徳教育を忌避しが
ちな風潮が一部にあること、他教科に比べて軽ん
じられる傾向があること、登場人物の心情理解に
偏った指導が行われがちなことなどの課題が挙げら
れてきた。また、平成25（2013）年2月に、教育再生
実行会議第一次提言「いじめ問題等への対応につい
て」において、いじめ問題の解決方策の本質的な問
題として道徳教育を新たな枠組みによって教科化
し、指導内容を充実させる必要があることを提言し
た。これを受け、文部科学省内に設置された「道徳
教育の充実に関する懇談会」により、平成25（2013）
年12月に「今後の道徳教育の改善・充実方策につい
て」（2013.12.26）が報告され、「道徳の時間」を「特別
の教科 道徳」（仮称）として新たに位置付けることが
提言された。
　こうした経緯を踏まえ、文部科学大臣が、平成26
（2014）年2月に中央教育審議会へ「道徳に係る教育
課程の改善等について」（2014.2.17）諮問し、中央教
育審議会道徳教育専門部会が、同年10月に、同名の
答申（2014.10.21）を出したものである。同答申では、
①道徳の時間を「特別の教科 道徳」（仮称）として位
置付けること、②道徳の内容をより発達の段階を踏
まえた体系的なものに改善すること、③多様で効果
的な道徳教育の指導方法へと改善すること、④「特
別の教科 道徳」（仮称）に検定教科書を導入すること、
⑤一人ひとりのよさを伸ばし成長を促すための評価
を充実することなどの基本的な考え方が示された。
　同答申を踏まえ、平成27（2015）年3月27日に学校
教育法施行規則を改正し、これまで領域であった「道
徳」を「特別の教科である道徳」（道徳科）とするとと
もに、小学校学習指導要領、中学校学習指導要領お
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よび特別支援学校小学部・中学部学習指導要領の一
部改正の告示が公示された。これにより、答えが一
つではない課題に子どもたちが道徳的に向き合い、
考え、議論する道徳教育への転換が意図された。こ
うして、昭和33（1958）年の学習指導要領改訂により
領域として特設されてきた「道徳の時間」は、「特別
の教科である道徳」（道徳科）として教科に格上げさ
れる形になった。道徳科は、小学校は平成30（2018）
年度から、中学校は平成31（2019）年度から完全実施
された。

3．�平成29・30（2017・2018）年改
訂学習指導要領の経緯

　平成29・30（2017・2018）年改訂の学習指導要領は、
コンテンツベースからコンピテンスベースへの転換
といわれるが、山村（2017）12）は、世界的なコンピテ
ンシー重視の教育改革が平成29・30（2017・2018）年
の学習指導要領改訂の背景にあり少なからぬ影響を
与えたことを指摘している。こうした学習指導要領
改訂の背景として、我が国が、少子高齢化、情報化、
グローバル化、AI（Artificial Intelligence：人工知能）
の発達、ビッグデータの活用とインターネットの日
常生活への浸透などの社会的変化が一層加速度的と
なるSociety5.0注13の到来が予想される社会的状況を
迎えていることがある。
　予測困難な社会の到来により、学校教育には、解
き方が定まった問題を効率的に解いたり、定められ
た手続をこなしたりするだけでなく、社会の様々な
変化を主体的かつ柔軟に受け止め、答えのない課題
に対しても取り組んだり、多様な他者と協働して新
たな価値を生み出していったりする能力を育成する
ことが一層求められるようになった。予測困難性が
高まる将来の社会を生きるために必要な力を児童生
徒が身に付けていくことが、学校教育の目標として
重視されるようになったのである。
　このような潮流の中で、平成28（2016）年12月に中
央教育審議会答申「幼稚園、小学校、中学校、高等
学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び
必要な方策等について」（2016.12.21）が出された。同
答申では、「生きる力」を捉え直し、学校教育で育
成を目指す資質・能力を3つの柱として次のように
整理した。①何を理解しているか、何ができるか（生

きて働く「知識・技能」の習得）、②理解していること・
できることをどう使うか（未知の状況にも対応でき
る「思考力・判断力・表現力等」の育成）、③どのよ
うに社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか（学
びを人生や社会に生かそうとする「学びに向かう力・
人間性等」の涵養）
　これら資質・能力の3つの柱は、「生きる力」の育
成を目指すための指針として、平成29・30（2017・
2018）年改訂学習指導要領の構成に反映され、各学
校の教育課程全体を通して育成していくことが目指
されることになった。その基本理念として、地域連
携を基盤としつつ教育課程を介して学校教育の目標
を社会と共有し、児童生徒が将来の社会を生きるた
めに必要な資質・能力とは何かを教育課程において
明確化していく「社会に開かれた教育課程」の実現
が目指されることになった。さらに、教育基本法、
学校教育法、学習指導要領の一層の体系化が図ら
れ、学力の3要素をはじめ、教育の目的、目標、内
容などに反映された。この学習指導要領は、小・中
学校が平成29（2017）年3月31日に、高等学校が平成
30（2018）年3月30日に告示された。

4．�平成29・30（2017・2018）年改
訂学習指導要領の特徴

　この学習指導要領の主な特徴は、次の通りである。
①言語能力の確実な育成（国語科を中心として語彙
の確実な習得、各教科で根拠を明確にした議論の工
夫）、②理数教育の充実（教育課程全体の授業時数増
加、理科における見通しを持った観察・実験および
自然災害に関する内容の扱い、算数・数学科におけ
るデータ分析・統計）、③伝統や文化に関する教育
の充実（国語科における古典など我が国の言語文化
の重視、社会科における郷土の文化財・年中行事の
扱い、我が国や郷土の音楽・和楽器の重視、家庭科
における和食・和服の充実）、④道徳教育の充実（道
徳的価値を自分事として理解し、多面的・多角的に
考えたり議論したりする道徳の重視）、⑤体験活動
の充実（生命の有限性・自然の大切さの理解、挑戦
や他者との協働、自然の中での集団宿泊体験活動・
職場体験の重視）、⑥外国語教育の充実（小学校中学
年の「外国語活動」の導入、小学校高学年の「外国語
科」の新設、小・中・高一貫した外国語能力の向上、
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国語教育との連携）。
　また、高等学校では、教科「公民」の中に必修科
目として「公共」を新設し、主権者としての知識や
思考力、判断力を育むこととした。教科「地理歴史」
に関しても、近現代史を中心に世界と日本の歴史の
関わりを学ぶ「歴史総合」と、環境問題など地球規
模の課題を考える「地理総合」を新設し、必修科目
とした。選択科目では、「日本史探究」「世界史探究」
「地理探究」を置いたほか、国語科にも「古典探究」
を置いた。必修的領域である「総合的な学習の時間」
の名称を「総合的な探究の時間」とした。これらは、
課題を探究する能力を育むことを明確化する趣旨が
科目・領域の名称に反映されたものである。
　この学習指導要領は、小学校は令和2（2020）年度
から、中学校は令和3（2021）年度から全面実施、高
等学校は令和4（2022）年度から学年進行で実施された。

Ⅵ．本稿のまとめと今後の課題
　本稿では、平成期第Ⅱ期後半（2013～2019）に焦点
を当て、民主党政権後の平成25（2013）年から平成31
（2019）年までの時期における教育改革のうち、教育
委員会制度の改革、教員養成の課題、学習指導要領
の改訂を中心に、その特徴および前後の経緯につい
て考察した。本稿の内容は、次の3点にまとめられる。
（1）�教育長と教育委員長を一本化した（新）教育長と

総合教育会議の設置につながる教育委員会制
度の改革に関しては、教育再生実行会議第二
次提言「教育委員会制度等の在り方について」
（2013.4.15）が契機となった。この第二次提言お
よび中央教育審議会答申（2013.12.13）等を踏ま
え、平成26（2014）年6月に「地方教育行政の組織
及び運営に関する法律」の一部改正（2014.6.13）
が行われた。この改正により、教育長と教育委
員長を一本化した（新）教育長を首長が任命する
こと、すべての地方公共団体に首長が招集する
総合教育会議を設置すること、教育に関する大
綱を首長が策定することなどが規定され、翌年
4月1日から施行された。（新）教育長を置くこと
により、それまで、教育委員会の代表者である
非常勤の教育委員長と教育委員会に関する事務
執行の責任者である常勤の教育長との責任関係
が整理された。

（2）�中央教育審議会答申（2015.12.21）では、教員が教
職経験年数に応じて身に付けるべき資質能力の
目安となる教員育成指標の策定を義務化するこ
と、教員の研修や資質向上に関する協議を行う
教員育成協議会を設置することなどが提言され
た。平成28（2016）年11月に教育公務員特例法等
の一部を改正する法律（2016.11.16）が成立し、各
都道府県・政令指定都市において教員の養成・
採用・研修を通じた資質能力の向上に係わる教
員育成指標の策定、教員研修計画の構築、教員
育成協議会の設置、10年経験者研修から中堅教
諭等資質向上研修への移行という一連の施策が
実施されてきた。教育公務員特例法第24条に基
づき、それまでの法定研修であった10年経験者
研修に代わり中堅教諭等資質向上研修が平成29
（2017）年度より実施されている。同制度により、
教員の大量退職時代を迎え、若手教員に熟達教
員の知識・技術が伝わりにくい状況の中で、教
員の資質能力や指導力を一層向上させる施策が
実施されている意義は大きい。

（3）�中央教育審議会答申（2014.10.21）を踏まえ、平成
27（2015）年3月27日に学校教育法施行規則の改正
により、これまで領域であった「道徳」を「特別
の教科である道徳」（道徳科）とした。これにより、
答えが一つではない課題に子どもたちが道徳的
に向き合い、考え、議論する道徳教育への転換
がなされた。平成29・30（2017・2018）年改訂学
習指導要領の主な特徴は、①言語能力の確実な
育成、②理数教育の充実、③伝統や文化に関す
る教育の充実、④道徳教育の充実、⑤体験活動
の充実、⑥外国語教育の充実が図られたことで
ある。また、高等学校では、教科「公民」の中に
必修科目として「公共」を新設し、主権者として
の知識や思考力、判断力を育むこととした。「総
合的な学習の時間」の名称を「総合的な探究の時
間」としたほか、「古典探求」、「日本史探究」、「世
界史探究」、「地理探究」を置き、課題を探究す
る能力を育むことを重視した。

　以上が本稿のまとめである。今後の課題は、本稿
で扱い得なかった平成期末から令和初期にかけて行
われた教育行政施策について、その経緯と特徴を検
討することである。そして、国レベルの教育改革の
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動向に対して地方がどのように対応したかというこ
とについて、地方資料に基づいて実証的に考察する
ことも今後の課題である。

注
注1	 平成期第Ⅱ期後半に入る前の時期であるが、
平成23（2011）年3月11日に発生した東日本大震
災は、明治以降未曾有の大災害として、以降
における学校教育の在り方に多大な影響を及
ぼした。平成23（2011）年以降、教育関係諸学
会がシンポジウムや課題研究をおき、東日本
大震災が及ぼした学校教育への被害状況やそ
の後の影響等について検討した13）。また、東
日本大震災を契機に、復興教育・防災教育の
重要性が改めて認識され、その後における教
育委員会と学校との連携や地域連携の在り方、
学校教育の内容にも大きな変化が見られた。

注2	 平成27（2015）年12月21日に発表された中央教
育審議会の3答申は以下の通りである。

	 「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた
学校と地域の連携・協働の在り方と今後の推
進方策について」（答申）

	 「これからの学校教育を担う教員の資質能力の
向上について～学び合い、高め合う教員育成
コミュニティの構築に向けて～」（答申）

	 「チームとしての学校の在り方と今後の改善方
策について」（答申）

注3	 所得制限については、「保護者等の収入の状況
に照らして、高等学校等就学支援金の支給に
より当該保護者等の経済的負担を軽減する必
要があるとは認められない者として政令で定
める者」（第3条2の三）については、高等学校等
就学支援金を支給しないこととした。

注4	 教育委員会の点検・評価に関しては、「地方教
育行政の組織及び運営に関する法律」の一部改
正により、平成20（2018）年度から実施された。

	 第�27条（現第26条）　教育委員会は、毎年、そ
の権限に属する事務（前条第1項の規定によ
り教育長に委任された事務その他教育長の
権限に属する事務（同条第4項の規定により
事務局職員等に委任された事務を含む。）を
含む。）の管理及び執行の状況について点検
及び評価を行い、その結果に関する報告書
を作成し、これを議会に提出するとともに、
公表しなければならない。
	 1　�教育委員会は、前項の点検及び評価を行

うに当たつては、教育に関し学識経験を
有する者の知見の活用を図るものとする。

注5	 教育再生実行会議は、第二次安倍内閣により
平成25（2013）年1月15日の閣議決定で発足し、
十二次にわたる提言を行った。第二次岸田内
閣により令和3（2021）年12月3日の閣議決定で
後継の教育未来創造会議が創設されたことに
より廃止された。

注6	（新）教育長の創設、総合教育会議の設置に関
する教育委員会制度の改革に関しては、教育
再生実行会議第二次提言「教育委員会制度等の
在り方について」（2013.4.15）、中央教育審議会
答申「今後の地方教育行政の在り方について」
（2013.12.13）の議論を受け、平成26（2014）年6月
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13日に「地方教育行政の組織及び運営に関する
法律」の一部改正が成立し、6月20日に公布、
翌年4月1日から施行された。一部改正に関する
経緯については、林（2017）のほか、今村（2014）14）、
雪丸（2015）15）、辻村（2016）16）を参照した。

注7	「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」
の一部改正（2014.6.13）により、教育に関する大
綱の策定、総合教育会議の設置などが次のよ
うに定められた。

	 第�1条の3　地方公共団体の長は、教育基本法
第17条第1項に規定する基本的な方針を参酌
し、その地域の実情に応じ、当該地方公共
団体の教育、学術及び文化の振興に関する
総合的な施策の大綱（以下単に「大綱」とい
う。）を定めるものとする。

	 第�1条の4　地方公共団体の長は、大綱の策定
に関する協議及び次に掲げる事項について
の協議並びにこれらに関する次項各号に掲
げる構成員の事務の調整を行うため、総合
教育会議を設けるものとする。
	 一�　教育を行うための諸条件の整備その他
の地域の実情に応じた教育、学術及び文
化の振興を図るため重点的に講ずべき施
策

	 二�　児童、生徒等の生命又は身体に現に被
害が生じ、又はまさに被害が生ずるおそ
れがあると見込まれる場合等の緊急の場
合に講ずべき措置

注8	 中堅教諭等資質向上研修は、「教育公務員特例
法」の一部改正（2016.11.28）により、それまで
の10年経験者研修を改め平成29（2017）年度か
ら実施されている。

	 第�24条　公立の小学校等の教諭等（略）の任命
権者は、当該教諭等に対して、個々の能力、
適性等に応じて、公立の小学校等における
教育に関し相当の経験を有し、その教育活
動その他の学校運営の円滑かつ効果的な実
施において中核的な役割を果たすことが期
待される中堅教諭等としての職務を遂行す
る上で必要とされる資質の向上を図るため
に必要な事項に関する研修（以下「中堅教諭
等資質向上研修」という。）を実施しなければ
ならない。
	 2　�任命権者は、中堅教諭等資質向上研修を

実施するに当たり、中堅教諭等資質向上
研修を受ける者の能力、適性等について
評価を行い、その結果に基づき、当該者
ごとに中堅教諭等資質向上研修に関する
計画書を作成しなければならない。

注9	 教育公務員特例法の一部改正（2016.11.16）によ
り、同法第22条の2で「指標の策定に関する指
針（以下「指針」という。）を定め」ること、第22
条の3で「任命権者は、指針を参酌し、（中略）
校長及び教員としての資質に関する指標（以下
「指標」という。）を定める」こと、第22条の4で
「任命権者は、指標を踏まえ、当該校長及び教
員の研修について、毎年度、体系的かつ効果
的に実施するための計画（以下この条において

「教員研修計画」という。）を定める」第22条の5
で「指標の策定に関する協議（中略）資質の向上
に関して必要な事項についての協議を行うた
めの協議会（以下「協議会」という。）を組織する」
ことが規定された。

	 　また、教育公務員特例法の改正を受け、中
央教育審議会初等中等教育分科会の教員養成
部会の審議等において、教員育成指標の例が
取り上げられてきた（教員養成部会配付資料
2017.1.17等）。

注10	 校長育成指標については、教育公務員特例法
の一部改正（2022.7.1）を受け、同法第22条の2第
1項の規定に基づく文部科学省告示（2022.8.31）
により、「公立の小学校等の校長及び教員とし
ての資質の向上に関する指標の策定に関する
指針」の改正があり、校長の指標を教員とは別
に策定することが明記された。

注11	 学力の3要素については、平成19（2007）年改正
の学校教育法第30条第2項において、「生涯に
わたり学習する基盤が培われるよう、基礎的
な知識及び技能を習得させるとともに、これ
らを活用して課題を解決するために必要な思
考力、判断力、表現力その他の能力をはぐく
み、主体的に学習に取り組む態度を養うこと
に、特に意を用いなければならない」と規定さ
れた。ここに示された①基礎的な知識・技能、
②思考力・判断力・表現力等の能力、③主体
的に学習に取り組む態度は学力の3要素といわ
れ、授業改善や学習評価における観点の基本
として位置付くことがある。

注12	 勝田（2020）17）は、教育改革に果たした私的諮
問機関の役割に焦点を当て、道徳の教科化に
至る動きが平成12（2000）年3月に設置された教
育改革国民会議に端を発し、平成19（2007）年7
月の教育再生会議第二次報告以降具体化され
てきたことを明らかにしている。

注13	 Society5.0は、狩猟社会、農耕社会、工業社会、
情報社会に継ぐ人類史上5番目の新しい社会で
あるといわれる。Society5.0は、サイバー空間
とフィジカル空間（現実空間）高度に融合させ
たシステムにより、人間中心の立場で、経済・
産業の発展と社会的課題の解決とを両立して
いくことを可能とする社会であるとされる。
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